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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 上記売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  

  当第３四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営む事業の内

容に重要な変更はありません。 

 なお、当第３四半期連結会計期間において、新たに設立した株式会社 井関重信製作所、PT.ISEKI 

INDONESIAを農業関連の連結子会社にしております。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第88期

第３四半期 
連結累計期間

第89期
第３四半期 
連結累計期間

第88期

会計期間
自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日

自  平成23年４月１日
至  平成24年３月31日

売上高 (百万円) 109,065 117,884 145,252

経常利益 (百万円) 3,434 5,468 3,898

四半期(当期)純利益 (百万円) 2,180 3,884 2,727

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,820 3,724 3,577

純資産額 (百万円) 57,435 61,643 58,189

総資産額 (百万円) 176,028 180,683 172,554

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 9.49 16.90 11.87

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 31.8 33.2 32.9

回次
第88期

第３四半期 
連結会計期間

第89期
第３四半期 
連結会計期間

会計期間
自  平成23年10月１日
至  平成23年12月31日

自  平成24年10月１日 
至  平成24年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 1.62 3.70

２ 【事業の内容】



当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社が判断したものであ

ります。 

(1) 経営成績の分析 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、復興需要等を背景として引き続き緩やかな回

復傾向にあるものの、欧州政府信用不安の継続、日中韓の領土問題による生産活動の減速など、国

内における円高の長期化や株価低迷、エネルギー問題など、景気回復の足かせとなる要素を内包し

ています。12月になって行き過ぎた円高にやや一服感が出始めたものの、全体としては厳しい環境

が続いております。 

このような状況の中、当社グループは国内においては、顧客対応の充実を図り、販売量の確保に

努めました。また、海外においては、拡大が続く中国市場向け商品の供給に努めた結果、当社グル

ープの連結経営成績は以下の通りとなりました。 

当第３四半期連結累計期間の売上高は、前年同期比88億1千8百万円増加し1,178億8千4百万円

(8.1％増加)となりました。国内売上高は、前年同期比86億6千2百万円増加し1,024億1千6百万円

(9.2％増加)となりました。海外売上高は、前年同期比1億5千5百万円増加し154億6千7百万円(1.0％

増加)となりました。営業利益は、増収による粗利益の増加等により、前年同期比16億9千8百万円増

加し、55億1百万円(44.7％増加)となりました。経常利益は、前年同期比20億3千3百万円増加し、54

億6千8百万円(59.2％増加)となりました。四半期純利益は、前年同期比17億3百万円増加し、38億8

千4百万円(78.1％増加)となりました。 

 

セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

  

①農業関連事業 

国内においては、米価の回復や戸別所得補償制度の定着などにより農家所得が改善し、地域別、

営農形態別に差はあるものの、日本農業は全体として活性化の兆しが見られたことから、農機製

品、作業機・部品、施設事業共に好調に推移しました。海外においては、円高の影響を受けて欧州

で販売が減少しましたが、北米向けの新商品等とアジアでの販売が増加したことにより、海外売上

高が全体としては増加しました。 

 商品別の売上状況につきましては、次のとおりであります。 

〔国内〕 

 整地用機械(トラクター、耕うん機など)は231億4千4百万円(前年同期比5.8％増加)、栽培用機

械(田植機、野菜移植機)は93億3百万円(前年同期比6.7％増加)、収穫調製用機械(コンバインな

ど)は189億9千9百万円(前年同期比6.2％増加)、作業機・補修用部品は245億5千5百万円(前年同期

比4.8％増加)、その他農業関連(施設工事など)は263億1千万円(前年同期比21.1％増加)となりま

した。 

〔海外〕 

 整地用機械(トラクターなど)は84億2百万円(前年同期比4.1％減少)、栽培用機械(田植機など)

は46億5百万円(前年同期比5.4％増加)、収穫調製用機械(コンバインなど)は10億3千万円(前年同

期比10.4％増加)、作業機・補修用部品は8億5千9百万円(前年同期比21.5％増加)、その他農業関

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】



連は5億6千9百万円(前年同期比4.6％増加)となりました。 

  

この結果、セグメント売上高は1,177億8千万円(前年同期比8.1％増加)となりました。 

  

②その他事業 

その他事業は、コンピュータソフトの開発・販売・運用をおこなっております。セグメント売上

高は1億4百万円(前年同期比2.5％増加)となりました。 

(2) 財政状態の分析 

〔資産〕 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ81億2千9百万円増加し、

1,806億8千3百万円となりました。主に、現金及び預金の増加38億7百万円、受取手形及び売掛金の

増加58億4千4百万円、たな卸資産の減少13億6千5百万円によるものであります。 

〔負債〕 

 当第３四半期連結会計期間末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ46億7千6百万円増加し、

1,190億4千万円となりました。主に、支払手形及び買掛金が21億5千万円減少し、短期借入金及び

長期借入金が74億5千3百万円増加したことによるものであります。 

〔純資産〕 

 純資産は前連結会計年度末に比べ34億5千3百万円増加し、616億4千3百万円となりました。主

に、四半期純利益38億8千4百万円の計上による利益剰余金が増加したことによるものであります。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

(4) 研究開発活動 

  当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は32億1千3百万円でした。 

  なお、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当第３四半期連結累計期間は、好調な国内市場を背景に積極的な販売活動を展開したことと施設

事業の受注増加により、売上高が増加しました。今後も「夢ある農業応援団！ＩＳＥＫＩ」を統一

スローガンに積極的な拡販に取り組んでまいります。海外においては、北米向けに新商品を投入す

ることにより、拡販に取り組んでまいります。 



 
  

 
  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

 
  

  当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 696,037,000

計 696,037,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成24年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成25年２月８日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 229,849,936 229,849,936
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株であ
ります。

計 229,849,936 229,849,936 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成24年12月31日 ― 229,849,936 ― 23,344 ― 11,554

(6) 【大株主の状況】



  

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日である平成24年９月30日の株主名簿により記載

しております。 

 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が23,000株(議決権23個)含ま

れております。 

 

 
(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。な

お、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであり

ます。 

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成24年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 93,000

―
権利内容に限定のない当社 
における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 229,091,000 229,091 同上

単元未満株式 普通株式 665,936 ― 同上

発行済株式総数 229,849,936 ― ―

総株主の議決権 ― 229,091 ―

② 【自己株式等】

平成24年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式)

井関農機㈱
東京都荒川区西日暮里
５丁目３番14号

93,000 ― 93,000 0.04

計 ― 93,000 ─ 93,000 0.04

２ 【役員の状況】

(役職の異動)

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役 兼 執行役員 取締役 兼 執行役員

鎌田 寛 平成24年10月１日
人事部担当 人事部担当

コンプライアンス担当 コンプライアンス担当

人事部長



当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(自 平成24年10

月１日 至 平成24年12月31日)及び第３四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日)

に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 7,052 10,860

受取手形及び売掛金 ※3 28,703 ※3 34,548

有価証券 19 19

商品及び製品 38,168 36,949

仕掛品 3,295 2,796

原材料及び貯蔵品 1,380 1,732

その他 4,265 3,410

貸倒引当金 △45 △66

流動資産合計 82,840 90,250

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 14,965 14,952

土地 50,263 50,366

その他（純額） 14,612 15,565

有形固定資産合計 79,840 80,884

無形固定資産 981 951

投資その他の資産

投資有価証券 5,159 5,228

その他 4,136 3,800

貸倒引当金 △403 △431

投資その他の資産合計 8,892 8,596

固定資産合計 89,714 90,433

資産合計 172,554 180,683



（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※3 43,667 ※3 41,517

短期借入金 17,174 28,606

1年内償還予定の社債 － 100

1年内返済予定の長期借入金 8,147 4,882

未払法人税等 803 1,081

賞与引当金 236 982

その他 ※3 9,727 ※3 7,616

流動負債合計 79,756 84,786

固定負債

社債 100 －

長期借入金 16,653 15,940

再評価に係る繰延税金負債 6,644 6,644

退職給付引当金 5,485 5,387

役員退職慰労引当金 116 118

資産除去債務 257 256

その他 5,351 5,907

固定負債合計 34,608 34,254

負債合計 114,364 119,040

純資産の部

株主資本

資本金 23,344 23,344

資本剰余金 13,454 13,454

利益剰余金 7,887 11,427

自己株式 △22 △24

株主資本合計 44,664 48,201

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 265 77

繰延ヘッジ損益 3 －

土地再評価差額金 11,816 11,816

為替換算調整勘定 △51 △46

その他の包括利益累計額合計 12,034 11,848

少数株主持分 1,490 1,592

純資産合計 58,189 61,643

負債純資産合計 172,554 180,683



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

売上高 109,065 117,884

売上原価 74,241 80,687

売上総利益 34,823 37,197

販売費及び一般管理費 31,021 31,695

営業利益 3,802 5,501

営業外収益

受取利息 121 114

受取配当金 162 133

為替差益 － 151

その他 608 480

営業外収益合計 891 879

営業外費用

支払利息 599 546

為替差損 264 －

その他 394 365

営業外費用合計 1,259 911

経常利益 3,434 5,468

特別利益

固定資産売却益 28 10

受取補償金 － 182

その他 1 1

特別利益合計 30 194

特別損失

固定資産除売却損 93 111

退職給付費用 252 －

災害による損失 5 90

製品リコール対策費用 24 36

その他 1 1

特別損失合計 377 240

税金等調整前四半期純利益 3,087 5,421

法人税、住民税及び事業税 1,012 1,435

過年度法人税等 257 －

法人税等調整額 △363 74

法人税等合計 907 1,510

少数株主損益調整前四半期純利益 2,179 3,911

少数株主利益又は少数株主損失（△） △0 27

四半期純利益 2,180 3,884



【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 2,179 3,911

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △281 △189

繰延ヘッジ損益 △7 △3

土地再評価差額金 949 －

為替換算調整勘定 △19 4

持分法適用会社に対する持分相当額 － 0

その他の包括利益合計 640 △187

四半期包括利益 2,820 3,724

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,836 3,697

少数株主に係る四半期包括利益 △15 26



 
  

 
  

１ 保証債務 

 
  

２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高 

 
  

※３ 期末日満期手形の処理 

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。 

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日

満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれております。 

 
  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(連結の範囲の重要な変更)

当第３四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社 井関重信製作所、PT.ISEKI INDONESIAを連結の範囲

に含めております。

【会計方針の変更等】

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日)

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した有形固定資産について

は、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間 
(平成24年12月31日)

東日本農機具協同組合 2,998百万円 東日本農機具協同組合 2,391百万円

西日本農機具協同組合 1,760百万円 西日本農機具協同組合 1,415百万円

近畿農機具商業協同組合 1,096百万円 近畿農機具商業協同組合 908百万円

東海農機具商業協同組合 746百万円 東海農機具商業協同組合 576百万円

その他 235百万円 その他 242百万円

計 6,835百万円 計 5,532百万円

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形割引高 ―百万円 14百万円

受取手形裏書譲渡高 317百万円 231百万円

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年12月31日)

受取手形   47百万円 139百万円

支払手形 1,722百万円 2,020百万円

その他（設備関係支払手形)   19百万円 22百万円



  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおり

であります。 

 
  

  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

   配当金支払額 
 

  

Ⅰ  前第３四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) 1 調整額は、セグメント間取引消去であります。 

2 セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の四半期純利益と調整をおこなっております。 

  

Ⅱ  当第３四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年12月31日) 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
(注) 1 調整額は、セグメント間取引消去であります。 

2 セグメント利益は、四半期連結損益計算書の四半期純利益と調整をおこなっております。 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
至 平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至 平成24年12月31日)

減価償却費 4,433百万円 4,065百万円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月26日 
定時株主総会

普通株式 344 1.50 平成24年３月31日 平成24年６月27日 利益剰余金

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

農業関連 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額 
(百万円)

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 108,964 101 109,065 ― 109,065

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

0 106 106 △106 ―

計 108,964 207 109,172 △106 109,065

セグメント利益又は損失(△) 2,183 △2 2,180 ─ 2,180

農業関連 
(百万円)

その他
(百万円)

合計
(百万円)

調整額 
(百万円)

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(百万円)

売上高

外部顧客への売上高 117,780 104 117,884 ― 117,884

セグメント間の内部 
売上高又は振替高

0 100 100 △100 ―

計 117,780 204 117,984 △100 117,884

セグメント利益 3,882 1 3,884 ─ 3,884



  

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日
至  平成24年12月31日)

 １株当たり四半期純利益 9.49円 16.90円

  (算定上の基礎)

  四半期純利益 (百万円) 2,180 3,884

  普通株主に帰属しない金額 (百万円) ─ ─

  普通株式に係る四半期純利益 (百万円) 2,180 3,884

  普通株式の期中平均株式数 (株) 229,771,157 229,757,238

(重要な後発事象)

２ 【その他】



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成25年２月８日

井関農機株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている井
関農機株式会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間
（平成24年10月１日から平成24年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成
24年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
  四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実
施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
  当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、井関農機株式会社及び連結子会社の平成24
年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示して
いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  西  原  健  二  印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  大  谷  智  英  印

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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